           これからのごみ処理
騒がれ出してかなりになるダイオキシンやゴミ処理場問題これからの対策やダイオキシンのデータについて今どのような動きがあるのか調べてみました

ダイオキシンについてのデータを集めてみました

ゴミの焼却量（約４，０００万トン）に対してダイオキシンの発生量（約４キログラム）は極めて微量です。逆説的な言い方をすれば、１グラムのダイオキシンを発生させるためには１万トンのゴミ（約１億グラムの塩素）が必要になります。しかも、ゴミの中には塩化ビニール以外に様々な塩素化合物が含まれていますし、ゴミの質（銅や鉄の混合量）や焼却の方法（温度や酸素の供給量）などによって発生量が劇的に変化します。ですから、仮にゴミの中から塩化ビニールを完全に取り除くことができたとしても、ダイオキシンの発生量を大幅に削減することはあまり期待できないと思います。……だからと言って、分別することが無駄だと言っているわけではありません。分別できるものはすべきです。また、多少不自由があっても、安価でゴミになりやすい塩化ビニール製の商品は、なるべく買わない（利用しない）ように心掛けるべきです。排出抑制や分別はダイオキシン以前の問題であり、ゴミ処理の基本です。
　ダイオキシンは３００℃くらいで発生すると言われていますが、８００℃を超えると、ほとんどのものが分解してしまうようです。したがって、理論的には焼却炉の中を常に８００℃以上にしていればダイオキシンの発生をかなりの確率で防ぐことができます。しかし、何と言っても相手はゴミです。必ずしも理論と現実が一致するとは限りません。なお、ゴミを高温で焼却すると、排気ガスの中に塩素ガスや窒素酸化物、重金属類などといった他の有害物質が増えることになります。……世の中には「ダイオキシンさえなくなればハッピー」といったムードがありますが、現実はそんなに甘くありません。  ダイオキシンだけであれば、要するに化学物質（有機塩素化合物）ですから、様々な方法で分解することができます。問題はどうしたら安いコストで安全に分解できるか……ということであって、後先考えずに分解してしまおう……というのはどうかと思います。今のところ微生物の力を借りる方法などが期待されているようですが、それとても生態系への影響などを十分に調査する必要があります。なお、ダイオキシンはある種の紫外線には弱いそうで、地表近くにあるものは、かなりのスピード（１週間から２ヶ月）で分解されているようです。
　

人体の中に入ってしまったダイオキシンは分解するかどうかまでは分かりませんが、人間の体の中にあるダイオキシンは、およそ６年から７年で半分くらいに減る……と言われています。

ダイオキシンについては、毒性は強いけれども、それだけを避ければ良いといえるものではなく、

ゴミ全体の中の目立つものという印象を受けました。ダイオキシンはゴミ問題が更に浮かび上がったものなのかもしれません。
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有害物質の一つであるダイオキシンの処理装置の図を見ると、かなりメンテナンスが良いとされるものでもこれほど手間がっかてしまいます。

まだ作らなければならない処理場に         ついて資料を載せました
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		ごみ処理対策の未来





		

「杉並・江東ごみ戦争」に代表されるいくつかの紛争をへて、「地域のごみは地域で処理する」というある意味で筋の通ったわかりやすい原則が確立されてきた。一方、近年、ダイオキシンや環境ホルモンの問題、リサイクルの効率性等の観点から、広域処理のベクトルへの揺れ戻しが生じてきている。この新しいターニングポイントに自治体はどう臨むべきか。











自区内処理か広域処理か


−地域の責務と処理の効率性−
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図　表




『なかなか減らない』『必ず出る』生活ごみ



『ごみ問題の社会問題化は先進国の証し』『ごみの量は景気の先行指標』といわれてきたように、右上がりの経済成長の中でごみの量も増加し続けてきた。近年では、減量化・再資源化の取り組みの進展、そして景気自身の後退などを反映し、ごみの量も1992年にほぼ10年ぶりにマイナスに転じ、その後横ばいの状態が続いているが、それでも全国で東京ドーム135杯分のごみが排出されている（1993年度実績）。





ごみは我々の生活と切っても切れない関係にある。しばしば引き合いに出される話であるが、スーパーでの買い物一つとっても、肉・魚などの食品トレー、牛乳や卵などのパック・容器、ジュースのペットボトル、台所洗剤のポリビン等、ごみにするしか方法のないものを、白いポリ袋（買い物袋）とともに持って帰らなくてはならない。もちろん、近年では包装の簡略化や洗剤等の詰め替えパック、買い物袋の持参運動、あるいは古くからビール瓶で実施されている回収・再利用等、ごみの減量化、再資源化の取り組みが行われている。さらに、後段で触れるごみ有料化といった社会的な仕組みが実施されている地域もあり、上述の取り組みと共に、一定の成果を挙げつつある。このように、循環型社会の構築によってごみを減らしていこうという将来的な方向性については、確かに多くの課題は残されているものの、ある程度光明がさしてきた。





それでもごみはゼロにはならない。そしてゼロにならないごみの焼却等の中間処理、最終処分（埋め立て）の施設のための用地確保が自治体のごみ行政の喫緊の課題となっている。

　




地域内処理へのベクトル





現在、ごみの処理は市町村の責任であるとされており、原則として市町村が策定した処理計画に基づいて行われる。ごみ処理の基本は、排出されたごみをリサイクル等によって減量化した上で、そのごみを直接、あるいは清掃工場等での中間処理を経た上で、最終処分場に埋め立て処分されるという流れとなっている（なお、現状では、中間処理によって収集されたごみ量が1/3になっている）。しかしながら、こうした処理・処分施設の立地のための用地確保に際しては、しばしば『なぜ、ここに』という周辺住民等の反対が生ずるなど、その立地は困難になってきている。つまり、こうした処理・処分を『どのような理由で、どこに』という点が問題になっているのである。





こうした問題点が社会問題化したきっかけの一つとして『杉並・江東ごみ戦争』が挙げられる。これは、当時東京都のごみの埋め立て地であった江東区・夢の島で、捨てられたごみから発生した悪臭やハエに悩まされていた周辺住宅地の住民が、他区のごみの搬入を実力行使で阻止したというものである。





実力行使の引き金となったのは、東京都による焼却・減量化のための杉並区への清掃工場の立地が杉並区民の反対によって頓挫したことで、地域エゴだと江東区民の怒りが爆発したものである。その前年に『ごみ戦争宣言』が出された東京のごみ事情を物語るエピソードとして象徴的なものである（なお、この『戦争』は杉並区への清掃工場の立地に目途が立ったことで収束に向かっている）。





また、次のレポートで触れられている武蔵野市の事例も、そもそもはそれ以前に搬入・焼却していた三鷹市の住民の反対が強くなり、バリケードによる搬入阻止といった運動も生じたことから自区内＝武蔵野市内での清掃工場立地という結論からのスタートであった。





こうした流れの中、地域で出したごみは地域で処理処分するという自区内処理の方針が打ち出され、例えば東京では２３区それぞれで清掃工場を建設することとなってきた。『自分のごみは自分のところで処理』という、排出責任をふまえたわかりやすい考え方である。さらに、個々の家庭での責任もふまえ、家庭内での焼却・減量化を目的とする家庭用焼却炉購入に対する補助も実施されるなど、ごみの処理のベクトルは狭い地域内処理へと向かっていった。

　




そして広域処理へ





こうした流れに対し、ターニングポイントとなったのが史上最強・最悪の猛毒といわれるダイオキシンの問題である。ダイオキシンは、ものの燃焼過程や他の化学物質の製造過程で副産物として生成される。中でもごみ処理施設からの排出が多く、わが国の排出量の80％以上を占めていると言われている。そして、このダイオキシンの排出削減対策として、焼却炉を、断続運転炉に比べ排出量が少ない24時間連続運転炉（全連続炉）にすることが挙げられている。しかし、人口の少ない市町村では発生するごみの量は少なく、連続運転を行うためごみの量が確保できない。そこで、このような中小市町村については、広域的なごみ収集を行い、ダイオキシン類の排出の少ない大型の全連続炉に集約することとしている。





また、もう一つの広域化へのベクトルとして、エネルギーリサイクルへの取り組みが挙げられる。これは、焼却時に発生する余熱を利用し、地域熱供給を行ったり、発電したりするもので現在でも相当数の清掃工場で実施されている。その際、特に発電を行う場合は効率性・経済性等から、一定規模（300トン／日）以上の連続運転が求められている。さらに、この規模に達しない場合、ごみをＲＤＦ（固形化燃料）に加工し、より広域的な収集を行うという方向性も示されている。特に最近では、例えば貨物列車を用い首都圏のごみから加工されたＲＤＦを他の地方へ移送し、スケールメリットを活かした大規模なＲＤＦ発電を行う構想等も出されている。

　




どこまで広域になるのか〜広域化の問題点





このように、ダイオキシン問題や環境問題、エネルギー問題の観点から、焼却施設の大規模化、そしてそのためのごみ収集の広域化が求められている。これは、これまでに見た自区内処理の原則を踏襲する行政にとって大きなターニングポイントであるといえる。広域化は、かつて問題になったように、個々の市町村、そして家庭、事業者等、各主体の緊張感を失わせる危険性がある。また、ＲＤＦ等によるごみ発電の実施の場合に特に懸念されることであるが、発電量を追い求めるばかりに無理にごみを集めたり、ＲＤＦの輸送段階でのエネルギーロスも考慮する必要がある。



その中で、今後の方向性としては、『顔の見える』コミュニティ単位で減量化、再資源化といった取り組みを行いつつ、中間処理の段階ではダイオキシン等の環境対策、エネルギー回収対策としてスケールメリットを活かした広域的な処理施設を設置することが考えられる。

　




もちろん減量化が前提〜例えば有料化





本稿の論点はここまでに述べたように『減ってもゼロにならない』ごみ処理をどうするか、であるが、もちろん『減らすこと』が大前提である。そこで、補足として減量化を促進する手法として期待されているごみ収集の有料化について若干触れる。ごみ収集の有料化にもいくつか種類があるが、特にごみ排出の抑制のインセンティブとなるのは有料のごみ袋を利用したり有料シールを貼って出すことを義務づけるなどごみの量に従って費用が増加する従量制であり、既に10を超える自治体で導入されている。





こうしたごみの有料化については、本当にごみが減るのかいった本質的な問題や、不法投棄が増えるのではないかといったモラルの問題、あるいは自家焼却による環境汚染の問題、そして税金の２重取りではないかといった、さまざまな問題点が指摘されており、必ずしも社会的な合意が得られているわけではない。その中で、導入自治体に対する実態調査の結果からは、有料性の導入によってごみの量が減っていること、また、排出抑制の理由も当初の金銭的理由から環境保全の観点からといったように、住民の意識も高まっていることなどが報告されており、有効な手法の一つであるといえる。
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		ごみ処理対策の未来





		

合意形成のための住民参加、情報公開、アカウンタビリティは、自治体行政全般にかかわるキーワードであるが、およそごみ処理場の用地確保においてこそその真価、実質が最も厳しく問われる。ここでは清掃工場立地を中心にして事例をまじえた整理を行うさらに、清掃工場立地とは困難さの性格が異なる最終処分場の立地についても考察している。











用地確保の妙案はあるのか


−住民参加の流れの中で−
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用地の確保は難しい



清掃工場、最終処分場の用地確保は難しい。ごみが人間の活動、特に経済活動に伴って排出されていることを考えると、ごみが大量に排出されるところは活動が盛んなところである。そしてそのようなところでは土地利用も高度化され、清掃工場等の立地の余地がない。また、仮に余地があったとしても、人間活動が活発なところでは特にごみ収集車の出入りも含め、臭気や騒音、大気汚染への抵抗感から、周囲の反対が大きい。





そこでまず考えられるのが、その周囲で相対的に経済活動等の活発でない地区への立地である。しかし、こうした地区においても影響を受ける住民等が存在し、また、なぜここに、という不公平感が新たに生ずることから、やはり反対が予想される。それでは地域外へ、都道府県外へといったように、遠隔地域・地区へと候補が移っていったのがこれまでの処理・処分の用地確保の流れであった。





用地確保に際しての反対の原因としては、施設立地に伴う環境の悪化が直接的なものであるが、こうしたいわばハード面の課題については、技術的な対応策が不可能ではないし、少なくとも何が問題点であるかについて議論そのものは行われる。それ以上に大きな問題点としては、用地確保に際してソフト面、すなわちどのような手続きを踏んで処理計画策定、用地選定、合意形成を行っていくかという点である。





これについては、行政側が住民に適切な情報を与えず（不十分な『情報公開』）、また住民の意向を十分に汲み上げない（『住民参加（の場）』の不在）、そしてなぜそこにつくるのかという疑問への回答の不在（『アカウンタビリティ』の不足）といった住民対応のまずさが問題を大きくしてきたといえる。こうした事例をふまえると、今後の合意形成を図っていく上での必要条件としては、『情報公開』『住民参加』『アカウンタビリティ（説明責任）』といった、近年話題になっている政策決定一般に必要なキーワードが浮かび上がってくる。これらについて、事例もふまえ整理を行った。

　




誘致の事例も〜清掃工場立地のメリット





近年ごみ焼却施設に関して、余熱を利用した暖房、給湯、周辺施設への熱供給や、ごみ発電からの電力の利用など、住民に利益をもたらす施設としての認識が高まってきている。実際、ごみ焼却施設の誘致運動へと発展した例もある。





東京都中野区では、駅周辺地区の跡地整備構想案のひとつとして、区民から清掃工場の建設請願が提出されている。また墨田区においては、「墨田区リサイクル都市づくり懇談会答申」の中で、リサイクルを前提とする焼却施設の誘致が答申されている。





このように、焼却施設のメリットに目を向け、積極的にそれを活用しようという動きもでてきており、行政としては、施設の建設に伴うメリット・デメリットをできるだけわかりやすく、客観的に示すことが必要である。その上で、次に示す用地選定、合意形成という問題に取り組まなければならない。

　




事例に見る清掃工場の用地選定





東京都の武蔵野市では、ごみ焼却施設の用地選定に際し、行政、住民、専門家からなる市民委員会を設置した。この委員会の特徴として、





		用地選定に際し、市内の全候補地（４ヵ所）をすべて検討対象とする



		市長の名において、全候補地の住民代表、一般市民代表、市議会代表、及び学識経験者からなる委員会に用地選定を委嘱する



		委員会の討議内容等の公開、及び市民の意見の集約を義務付ける



		委員会の存続期間を限定し（１年間）、最終的には委員会の提言に基づき市長が用地選定を行う







といった点が挙げられる。



用地選定への『住民参加』の意義は、選定の意思決定プロセスに参加しているという当事者意識を持てるところにある。上記3.の『情報公開』も、単なる情報の説明に終始するのではなく、住民側からのフィードバックが期待できるような公開が望ましい。そうすることで委員以外の住民も、意思決定プロセスになんらかの関わりがもてているという意識を持つことができる。そして、そのような『住民参加』型市民委員会の討議過程を、『情報公開』によって積極的に発信していくことで、なぜその場所が選定されたかということに対する『アカウント』が、自然と行われる。





このように、『住民参加』、『情報公開』、『アカウンタビリティ』という３つのキーワードをそれぞれ独立に捉えるのではなく、一連の流れとして意識することが重要なのではないだろうか。





もちろん、用地選定の最終的な意思決定の責任は市長に委ねられるべきである。しかし、委員会からの提言を尊重していくためには、お互いに対して信頼を持てるような仕組みで行う必要があり、そのためにも上記2.、3.の項目は、責任の所在を明確にするという意味で重要である。

　






清掃工場と最終処分場





本稿では、主として清掃工場の立地について整理を行った。それではもう一つの、そしてさらに立地が困難な施設である最終処分場の場合はどうであろう。これまで見てきた『自区内』の清掃工場と最終処分場の立地の困難性にはいくつかの相違点が挙げられる（表）。これには、最終処分場が清掃工場に比べより広域を対象とした施設になる場合が多いことに起因するものや、そもそもの施設の用途の違いに起因するものなどが挙げられる。例えば清掃工場は焼却を、最終処分場は埋め立てを行うという用途面の違いから、前者は発電や余熱供給といった付加価値、地域還元策が付けやすいのに対し、後者では跡地利用程度しか施設特性を活かした活用策がない上に、跡地利用は埋め立て終了までの一定期間を要するなどの違いがある。





また、現状では最終処分場の方がより広域を対象とした施設であることが多く、そのことが立地地域（自治体）住民の不公平感を高め、かつその他の自治体の緊張感を弱めていることが大きな問題点として挙げられる。さらに、最終処分場は、自然度が高い地域への立地になることが多く、こうした地域のある部分は水源地域にもなっていることから、自然環境保全等の観点から広域の住民からの反対が生ずる場合が多いことも一つの特徴として挙げられる。その中で、対象とする範囲については前稿でも整理されたように、中間処理の段階でより広域へという動きがあることから、その課題も同様のものになってくると考えられる。
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「廃棄物」と「ダイオキシン」に関する基礎知識



【廃棄物編】



　



Ｑ１：廃棄物とはどんなものですか？



Ａ：廃棄物処理法（正式には「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」という名称＝「廃掃法」ともいう）では、人間が生活していく中で�@使いみちがなくなり�A誰にも売れず�B捨てるしかなくなった「固形状・液状のもの」……を言います。このうち、一般市民の日常生活から出るものを「一般廃棄物」、農業や工業、建設業などの生産活動から出るものを「産業廃棄物」としています。なお、オフィスや飲食店などから出るもの（紙クズや厨芥類）は「事業系の一般廃棄物」、また人間の屎尿のうち下水処理場から出るもの（汚泥）は「産業廃棄物」（汲み取り式の屎尿や浄化槽の汚泥などは「一般廃棄物」）に分類されます。……ちなみに、核廃棄物などの放射性物質及びこれによって汚染されたものは廃棄物処理法の廃棄物からは除外されています。



　



Ｑ２：廃棄物とゴミは別なものなのですか？



Ａ：廃棄物処理法でゴミというのは「一般廃棄物」の一部のもの（家庭から出る生ゴミや粗大ゴミなど）を指して使う言葉です。したがって「産業廃棄物」は正確に言うとゴミではありません。



　



Ｑ３：特別管理廃棄物というのはどんなものですか？



Ａ：いわゆる「特管物」（とっかんぶつ）と呼ばれるもので、「一般廃棄物」と「産業廃棄物」の中で特に有害な廃棄物を指して使う言葉です。「特別管理一般廃棄物」はゴミの焼却炉の排ガス処理装置内にたまったスス（飛灰または、ばいじん）などを指します。この中にはダイオキシンや重金属類が高濃度で含まれています。また「特別管理産業廃棄物」は揮発性の油や強酸・強アルカリ、医療系の産業廃棄物などを指します。ちなみに「産業廃棄物」の焼却炉から出るススは（ダイオキシンなどの有害物質が少ないという前提になっており）「特管物」ではありません。



　



Ｑ４：日本の場合、廃棄物の排出量はどのくらいになるのでしょうか？



Ａ：「一般廃棄物」は１年間に約５，０００万トン、平均すると１人１日１キログラムくらい出している計算になります。「産業廃棄物」はこの約８倍、１年間に約４億トン排出されています。……と言っても行政が管理し切れない「産業廃棄物」については、全体の排出量を把握することは困難です。したがって部分的なデータを基にした推定量になっています。



　



Ｑ５：廃棄物のリサイクル率はどのくらいなのでしょうか？



Ａ：「一般廃棄物」はわずかに８パーセント前後です。「産業廃棄物」は４０パーセント前後がリサイクルされている……と言われています。トータルすると約３６パーセントといったところです。



　



Ｑ６：リサイクルされずに捨てられている廃棄物は、最終的にどのくらいの量になるのですか？



Ａ：リサイクルされない（または、できない）廃棄物は、水分を少なくしたり燃やしたりして３分の１くらいの量に減らしてから捨てています。最終的に処分される量は全排出量の約２０パーセント、つまり１年間で９，０００万トン前後になるようです。……日本人は家庭や職場などを通じて１人１日約２キログラム（「一般廃棄物」は約０．３キログラム、「産業廃棄物」は約１．７キログラム）の廃棄物を捨てている計算になります。



　



Ｑ７：その１人１日２キログラムの廃棄物は、誰が、どのようにして処分しているのですか？



Ａ：「一般廃棄物」は（個々の住民ではなく）市町村が責任を持って「一般廃棄物」専用の最終処分場に埋め立てることになっています。ただし、住民の反対などで処分場が造れない場合は、民間の廃棄物処理業者に処分を委託することができます。「産業廃棄物」は廃棄物を出した者（排出事業者）が責任を持って「産業廃棄物」専用の最終処分場に埋め立てることになっていますが、こちらの場合も自分たちで処分場を造れない場合は廃棄物処理業者に処分を委託することができます。なお、「産業廃棄物」は圧倒的にこの民間委託で処分されています。



　



Ｑ８：廃棄物の最終処分場には、どんな種類があるのですか？



Ａ：埋め立てる廃棄物によって３種類に分けています。環境を汚染する恐れのない廃棄物は「安定型」、環境を汚染する恐れがあっても比較的管理がしやすいものは「管理型」、そして誰がどう見ても危ない……というものは「遮断型」の最終処分場に埋め立てられます。



　



Ｑ９：「安定型」の最終処分場とは、どんなものですか？



Ａ：ただの素堀りの穴です。ちなみに今から３０年ほど前（廃棄物処理法が施行された昭和４６年）迄に造られた最終処分場は全てこのタイプです。捨てていい廃棄物は「産業廃棄物」だけで�@建設廃材�A金属くず�Bガラスくず及び陶器くず�Cゴムくず�D廃プラスチックの５種類しかありません。これを「安定型５品目」と言います。ただし、これらの廃棄物には有害物質が付着していたり、廃棄物の中に鉛（ガラスくず）や有害化学物質（廃プラスチック）などが含まれていることがあるので、昨年（平成１０年）から処分場周辺の地下水の汚染状況等を監視して問題が発生した場合には改善しなくてはならないようになりました。



　



Ｑ１０：「管理型」の最終処分場とは、どんなものですか？



Ａ：「安定型」の処分場の底にゴムシートなどを利用して汚水（浸出水）が染み込まない層（遮水層）を造り、地下水の汚染を防止するようになっています。「安定型」に埋め立てられる廃棄物以外は、埋め立てた後に腐ったり雨水に溶け出したりして汚水が発生します。「管理型」の処分場は、この汚水を一ヶ所に集めて、きれいにしてから近くの川などに放流します。したがって、汚水の浄化施設が壊れたり、ゴムシートなどが破れたりすると大変なことになります。なお、「特別管理廃棄物と安定型５品目」を除く「産業廃棄物と一般廃棄物」の全てが、この「管理型」の処分場に埋め立てられます。……浄化施設で分離した汚物（汚泥）は処分場に戻されます。これは汚物（主に有機物）が処分場の中で分解（無害化）するという前提になっているためですが、ダイオキシンや重金属類が濃縮された汚物を処分場に戻すということは、埋め立てが終わっても永遠に汚水の浄化処理を続けなければならない可能性があります。



　



Ｑ１１：「遮断型」の最終処分場とは、どんなものですか？



Ａ：これは、言ってみれば無害化処理のできない「特別管理廃棄物」専用の最終処分場になります。構造的には「管理型」の処分場の遮水層を丈夫なコンクリートに代えて、処分場の上に屋根を架けたようなものです。つまり危ない廃棄物を地下に造った倉庫の中に閉じ込めてしまうという発想です。したがって、「遮断型」の処分場には汚水の浄化施設はありません。なお、「特別管理廃棄物」はセメントなどで固めて有害物質が溶け出さないように加工すれば「管理型」の処分場に埋め立てることができます。ただし「管理型」の処分場というのは有機性の廃棄物が発酵して中が６０℃とか７０℃になります。また発酵の過程で様々な酸性物質が発生します。空から降ってくる雨もほとんどが酸性雨ですから、埋め立てたときは大丈夫でも、長い間に有害物質が溶け出してくる心配が残ります。……これまでに日本の最終処分場の処分基準については２回ほど大きな改正がありましたが、それまであった処分場については対象から外されてきました。このため遮水層や汚水処理施設のない（古いタイプの）処分場がたくさんあります。しかし、今年（平成１１年）の６月からは全ての最終処分場に新しい処分基準が適用されるようになります。



　



Ｑ１２：「ミニ処分場」というのはなんですか？



Ａ：「安定型」で面積が３，０００平方メートル以下、「管理型」で面積が１，０００平方メートル以下の処分場は届け出だけで許可がなくても造れるので、この名前が付きました。これは規模が小さければリスクも少ないので不法投棄を認める……と言っているようなものですから、これまで多くの自治体や産廃業者などが合法的に利用してきました。さすがに一昨年（平成９年）から、これらの「ミニ処分場」にも許可が必要になりましたが、今まで埋め立てられた有害物質の挙動が気になるところです。



　



Ｑ１３：海を埋め立てる処分場は、どんな構造になっているのですか？



Ａ：これは海に造る「安定型」と「管理型」をミックスしたような処分場です。したがって、この処分場に限っては「特別管理廃棄物」以外のものならなんでも捨てられます。構造的にはそのほとんどが、海の底から海上まで鉄板を二重に打ち込んで間にコンクリートを流し込んだ形になっています。これで汚水が外に流れ出ないようにしてあります。しかし、長い間には鉄板やコンクリートの隙間から海中に汚水が染み出たり、処分場の上から汚水がオーバーフローして海を汚染する可能性があります。



　



Ｑ１４：廃棄物の最終処分場は全国にどのくらいあるのですか？



Ａ：官民併せて「一般廃棄物」の最終処分場が約２，３００ヶ所、「産業廃棄物」の最終処分場が約２，５００ヶ所あります。全体で約４，８００ヶ所になりますが、「安定型」が約３１パーセント、「管理型」が約６８パーセント、「遮断型」が約１パーセントの割合です。



　



Ｑ１５：今ある最終処分場は、いつまで埋め立てできるのですか？



Ａ：このまま廃棄物の埋立量が減らないと仮定した場合、全国平均で「一般廃棄物」はあと８年、「産業廃棄物」はあと２年で満杯になってしまいます。



　



Ｑ１６：廃棄物の最終処分場がなくなると、どういうことになりますか？



Ａ：今までは住民がどんなに反対しても、最後は「ミニ処分場」という逃げ道がありましたが、これからはそうはいきません。もし、最終処分場がなくなってしまえば不法保管や不法投棄が確実に増えることになるでしょう。



　



Ｑ１７：廃棄物は、将来、どのくらいの量までリサイクルできますか？



Ａ：難しい質問ですが、各界の専門家たちが集う「廃棄物学会」というところが検討した結果では、今後２０年くらいの間に全体の６０パーセント（今の約１．７倍）くらいはリサイクルできるようになるそうです。ただし埋立量の方は、どんなに減量のための努力をしても今の半分（年間約４，５００万トン＝総排出量の約１０パーセント）くらいまでしか減らせないようです。



　



Ｑ１８：廃棄物を全部リサイクルして、最終処分場をなくすことはできないのですか？



Ａ：かなり乱暴な作業になりますが、埋め立てる廃棄物を全部高温（１，２００℃〜１，７００℃）で溶かしてしまえばガラス状の固形物（スラグ）になってしまいますから、砂利や砂の代わりとしてリサイクルすることができます。そうなれば当然最終処分場はなくせます。しかし、それには大変なコストとエネルギーが必要になります。コストの問題はともかく、限りある資源を廃棄物の最終処分場をなくすためだけに消費するのは、いくら何でもナンセンス（稚拙な発想）だと思います。その前に、どうすれば安全な最終処分場を造ることができるか……、ということを考えるべきでしょう。



　



Ｑ１９：生ゴミを堆肥に利用すればリサイクル率が増えるのではないでしょうか？



Ａ：日本中の生ゴミを全部堆肥にしても１年間に減らせる廃棄物の量は約２，０００万トンです。これはリサイクル率（減量化率）にして、わずかに４パーセント程度の変化です。それに堆肥が全部利用されるかどうか分かりません。下手をすると堆肥が新たな廃棄物になったり、堆肥の中に有害な廃棄物を混ぜて不法投棄をする人間が現れます。



　



Ｑ２０：産業廃棄物のマニフェストというのは、何ですか？



Ａ：昨年（平成１０年）の１２月から排出事業者に義務付けられたもので、「産業廃棄物」の管理伝票のことです。「特別管理産業廃棄物」については平成３年から義務付けられていましたが、今回は全ての「産業廃棄物」に適用されました。これは、言ってみれば宅急便の伝票みたいなもので、中間処理業者や最終処分業者の受領印を貰う欄があり、廃棄物を受け取った収集運搬業者がこれらの伝票を回して最後に排出事業者に戻します。つまり、これによって自分の出した廃棄物がどこでどう処理されたか確認することができるのです。……ちなみに、この伝票は５年間保管しておく義務があります。



　



Ｑ２１：マニフェストを義務付けたことで、「産業廃棄物」の不法投棄ができなくなるのでは？



Ａ：もちろん、そのために義務付けたことです。しかし、マニフェストに記載されている内容を現場に行ってチェックする排出事業者はほとんどいません。また排出事業者には年に１回、管理状況を行政に報告する義務がありますが、行政にも現場に行ってチェックする人間はいません。つまり排出事業者や行政は廃棄物処理業者がマニフェストに記載した内容を全面的に信用するしかないのです。しかも５年経てば、伝票が破棄されて「免罪符」に変わる可能性を秘めています。



　



Ｑ２２：マニフェストにウソの内容を記載した場合はどうなりますか？



Ａ：ウソが発覚した場合には「虚偽の記載」があったとして３０万円以下の罰金になります。



　



Ｑ２３：「一般廃棄物」は自区内処分が原則ですが、「産業廃棄物」はどうなのですか？



Ａ：「産業廃棄物」は基本的に日本中どこでも自由に越境処分することができます。ただし、都道府県ごとの条例で事前協議を義務付けるところが増えており、最近は難しくなってきました。この事前協議によって都道府県知事は廃棄物処理施設の許可を与える時に、事業者に対して越境処分に関する量的な条件を付けることができるのです。……現在、埼玉県には首都圏から多くの「産業廃棄物」が越境してきていますが、これは千葉県の条例が厳しくなったことが大きな原因になっています。



　



Ｑ２４：「一般廃棄物」を越境処分するとどうなるのですか？



Ａ：「一般廃棄物」の自区内処分は、あくまでも原則ですから越境処分しても罰則はありません。ちなみに、条例で「一般廃棄物」の越境処分を規制すると、行政は自分で自分の首を絞めてしまうことになるので、やりたくてもできない……というのが実情のようです。



　



Ｑ２５：廃棄物処理法に違反すると、どのくらいの罪になるのですか？



Ａ：「産業廃棄物」の不法投棄は３年以下の懲役か１，０００万円以下の罰金になります。ただし法人に対しては罰金が１億円以下に跳ね上がります。一方「一般廃棄物」の不法投棄は１年以下の懲役か３００万円以下の罰金。その他、無許可営業（いわゆるモグリ）は３年以下の懲役か１，０００万円以下の罰金。処理処分に関する基準違反は１年以下の懲役か３００万円以下の罰金になります。なお、全国の警察のこれまでの実績によると廃棄物処理法違反の検挙率は、わずかに１パーセント程度だそうです[bookmark: a]。



　



　







		

「廃棄物」と「ダイオキシン」に関する基礎知識



【ダイオキシン編】



　



Ｑ１：ダイオキシンとはどんなものですか？



Ａ：ダイオキシンというのはドイツ語の「ジ・オキシン」を英語の読み方に変えた名前で、日本語に訳すと「２つの酸素」という意味になります。



　



Ｑ２：「２つの酸素」では��史上最強の猛毒物質�≠ﾉはなりませんよね？



Ａ：もちろん、ダイオキシンという名前はあくまでも略称です。化学的には「有機塩素化合物」と呼ばれるもので、「２つの酸素」のほかに「炭素が１２個」と「水素と塩素」が幾つかくっついたものです。……時々、ダイオキシンのことを単体で存在する毒物のように錯覚している人がいますが、そうではなくて酸素と炭素と水素と塩素でできた化合物なのです。



　



Ｑ３：しかし、それがどうして猛毒物質になるのですか？



Ａ：さあ、それはよく分かりません。ちなみに「炭素が１２個」というのはベンゼン環という「６個の炭素」が輪になって亀の甲の形をしたものが２個あることを意味します。そして、この２匹の亀（？）が２個の酸素を間に挟んで手をつないでいて、残りの手足のどこかに塩素がつながると何故か猛毒物質になる確率がグンと増えるのです。



　



Ｑ４：ダイオキシンにはたくさんの種類があると聞きましたが？



Ａ：ベンゼン環にくっつく塩素の数や位置によって頭の痛くなるほど種類があります。また酸素が１個しかない状態でつながっているダイベンゾフランというのもダイオキシンの仲間に入れることになっていて、これらを含めると全部で２１０種類にもなります。したがってダイオキシンは「ダイオキシン類」と呼ぶのが正しい言い方になります。なお、もうすぐ酸素がない（つまり２匹の亀が直接つながっている）コプラナーＰＣＢというのも仲間に入る予定です。……コプラナーというのは「へん平な……」という形を現す言葉で、ダイオキシンに仲間入りするのは全部で１３種類です。



　



Ｑ５：ナノグラムとかピコグラムというのは、どのくらいの単位なのですか？



Ａ：キログラムとかミリグラムとかは比較的身近な単位ですが、ナノグラムというのは１グラムの１０億分の１、ピコグラムは１グラムの１兆分の１を意味します。ちなみに１ナノグラムは２５メートルプールの水に約０．５グラムのインクをたらしたくらいの濃度です。したがって１ピコグラムはこれをさらに１，０００倍に薄めた濃度になります。



　



Ｑ６：ダイオキシンは水に溶けるのですか？



Ａ：ダイオキシンというのは基本的に固体で存在していますが水にはほとんど溶けません。酸やアルカリにも溶けにくく極めて安定した物質と言われています。ただし、油（脂肪など）には比較的容易に溶けるようです。



　



Ｑ７：新聞やテレビなどで発表されるダイオキシン濃度というのは何を意味するのですか？



Ａ：ダイオキシン類は種類によって毒性が違います。と言っても本当に怖い幕内クラスは１７人しかいません。しかも横綱は１人で名前を「２．３．７．８テトラ・クロロ・ダイベンゾ・パラ・ダイオキシン」と言います。マスコミなどで発表されるダイオキシン濃度というのは、幕内力士全員の毒性を足して、この横綱１人の毒性に置き換えた数値（ＴＥＱ）を基準にしています。ちなみにダイオキシン部屋に所属している力士は７人、ダイベンゾフラン部屋が１０人です。また、新しくできるコプラナー部屋の力士は１３人です。……あとの２００人ほどの力士たちは十両以下の幕下、それも毒性としてはワンパク相撲の力士程度ですから無視しても大勢に影響はありません。



　



Ｑ８：現在、ダイオキシンのことは、どの程度分かっているのですか？



Ａ：正直言って、現在の状況はペリー（黒船）が浦賀に来航して日本中がドタバタしているような感じです。おそらく、このまま明治維新になって落ち着くまでには３年〜５年くらいはかかるのではないでしょうか。……いずれにしても、ダイオキシンに関することは分からないことだらけです。



　



Ｑ９：そうなると新聞やテレビなどで発表されるダイオキシン情報はあまり信用できない？



Ａ：ダイオキシンのことをはっきりと分かっている人間がいないのですから、信用する方がおかしいと思います。確かに動物実験によるデータを見る限りにおいてダイオキシンは猛毒物質です。しかし、まだまだ専門家たちが正体を見極めるべく研究を続けている最中です。新聞社やテレビ局が独自に研究しているとは思えません。したがって、一般庶民（素人）に恐怖を与えるだけの無責任な情報は信用しないほうがベターです。これらの情報の発信者には、何か別な魂胆がある……と思ってまず間違いありません。



　



Ｑ１０：日本では、ダイオキシンは１年間にどのくらい発生しているのですか？



Ａ：これも本当のところはよく分かっていません。ダイオキシンを親の敵のように思っている人間は多めに考えるでしょうし、ダイオキシンがあると困る人間は少なめに考えるでしょう。したがってダイオキシンに関しては平均値というのはあまり意味を持ちません。いずれにしても、ナノグラムとかピコグラムといった物質を基準にしているので、計算方法によって発生量の値が２桁くらい平気で違ってきてしまうのです。今のところ１年間に５キログラム前後が発生している……という辺りが国の公式見解のようですが、このうち約４キログラム（約８０パーセント）が「一般廃棄物」の焼却炉から発生していると見積もられています。なお、４キログラムの内、煙突から出て行くものが約１キログラム（約２０パーセント）で、残りの約３キログラム（約８０パーセント）が焼却灰の中に残っているそうです。



　



Ｑ１１：「産業廃棄物」の焼却炉からはどの程度発生しているのですか？



Ａ：残念ながら正確なデータはまったくありません。と言うより「産業廃棄物」の絶対量そのものが分かっていない状況でダイオキシンの発生量を把握することは事実上不可能です。したがって、「産業廃棄物」については発生量を云々する以前に、排出事業者から廃棄物処理業者に渡る段階で焼却量を規制するか、分散している小型の焼却炉を集約するような措置を採らなければ意味がないように思われます。



　



Ｑ１２：ダイオキシンはゴミと一緒に塩化ビニールを燃やすと発生する……と言われていますが？



Ａ：ダイオキシンは焼却炉の中で塩素化合物が熱分解して、近くにいる亀の手足に分解した塩素がくっつくことで発生します。したがって塩化ビニールだけが悪者という訳ではありません。塩化ビニールが悪者になっているのは製品がゴミになる確率が高い（ゴミに含まれる塩素化合物の約７０％）のと、他の塩素化合物と違って２００℃くらいの熱で簡単に分解してしまうからです。……現在ゴミに含まれる塩素は全体の１％前後と見積もられています。



　



Ｑ１３：ゴミの中から塩化ビニールを取り除けば、かなりダイオキシンが減るのでは？



Ａ：ゴミの焼却量（約４，０００万トン）に対してダイオキシンの発生量（約４キログラム）は極めて微量です。逆説的な言い方をすれば、１グラムのダイオキシンを発生させるためには１万トンのゴミ（約１億グラムの塩素）が必要になります。しかも、ゴミの中には塩化ビニール以外に様々な塩素化合物が含まれていますし、ゴミの質（銅や鉄の混合量）や焼却の方法（温度や酸素の供給量）などによって発生量が劇的に変化します。ですから、仮にゴミの中から塩化ビニールを完全に取り除くことができたとしても、ダイオキシンの発生量を大幅に削減することはあまり期待できないと思います。……だからと言って、分別することが無駄だと言っているわけではありません。分別できるものはすべきです。また、多少不自由があっても、安価でゴミになりやすい塩化ビニール製の商品は、なるべく買わない（利用しない）ように心掛けるべきです。排出抑制や分別はダイオキシン以前の問題であり、ゴミ処理の基本です。



　



Ｑ１４：ダイオキシンは発生しても高温になると分解すると聞きましたが？



Ａ：ダイオキシンは３００℃くらいで発生すると言われていますが、８００℃を超えると、ほとんどのものが分解してしまうようです。したがって、理論的には焼却炉の中を常に８００℃以上にしていればダイオキシンの発生をかなりの確率で防ぐことができます。しかし、何と言っても相手はゴミです。必ずしも理論と現実が一致するとは限りません。なお、ゴミを高温で焼却すると、排気ガスの中に塩素ガスや窒素酸化物、重金属類などといった他の有害物質が増えることになります。……世の中には「ダイオキシンさえなくなればハッピー」といったムードがありますが、現実はそんなに甘くありません。



　



Ｑ１５：その他にダイオキシンを分解する方法はあるのですか？



Ａ：ダイオキシンだけであれば、要するに化学物質（有機塩素化合物）ですから、様々な方法で分解することができます。問題はどうしたら安いコストで安全に分解できるか……ということであって、後先考えずに分解してしまおう……というのはどうかと思います。今のところ微生物の力を借りる方法などが期待されているようですが、それとても生態系への影響などを十分に調査する必要があります。なお、ダイオキシンはある種の紫外線には弱いそうで、地表近くにあるものは、かなりのスピード（１週間から２ヶ月）で分解されているようです。



　



Ｑ１６：人間の体の中に入ってしまったダイオキシンは分解しないのですか？



Ａ：分解するかどうかまでは分かりませんが、人間の体の中にあるダイオキシンは、およそ６年から７年で半分くらいに減る……と言われています。



　



Ｑ１７：ダイオキシンの毒性はサリンの２倍とか青酸カリの１，０００倍とか言われていますが？



Ａ：それは動物実験によるデータであって、そのまま人間に当てはめることはできません。しかし、人間がゴミを焼却することによって、そんなにものすごい猛毒物質を発生させているとすれば、そのことだけでも（仮に人間に無害だとしても）ゼロにするための理由は成立すると思います。



　



Ｑ１８：焼却炉の近くに住んでいるとガンになりやすいと言われていますが？



Ａ：ダイオキシンが原因でガンになるとすれば、ほとんどが食べ物かストレスによるものです。もともとガンになりやすい体質の人間であれば少量のダイオキシンでも発ガン率が高まる可能性はあります。しかし、食生活を無視して（そもそも日本人の死亡原因第１位の）ガンの問題を云々するのはナンセンスなことです。また、無視した場合でも焼却炉から出るダイオキシン以外の発ガン物質と総合的に判断する必要があります。人間は実験動物と違って精神的にデリケートです。少なくともダイオキシンの恐ろしさを知っています。したがって「焼却炉の近くに住んでいるとガンになる」と思い込んでしまうと、本当にガンになったりする生き物でもあるのです。……最近は大分減りましたが、未だにベトナム戦争で使われた枯葉剤を全部ダイオキシンだった（実際は枯葉剤に含まれていた不純物）と勘違いしている人がいます。情報の発信者にも問題はありますが、ダイオキシンだけに過剰反応して不確実な「うわさ話」に振り回されないようにすることが肝要です。



　



Ｑ１９：焼却炉の近くで収穫された野菜類などは、どの程度危険なのでしょうか？



Ａ：日本人は高温多湿な自然環境のもとで衛生観念が発達したためか、１００年以上も前からゴミの焼却をしています。おそらくダイオキシンは今から３０年くらい前から大量に発生していると思われますが、これまでのことはともかく、今日からのリスクを考えた場合は、よく洗ってから食べる……という程度で大丈夫だと思います。ちなみに野菜類の多くは、農薬を使っても使わなくても、それ自身に微量の発ガン物質が含まれています。……くどいようですが、ダイオキシンや農薬だけが有害物質ではありません。



　



Ｑ２０：野菜類よりも近海ものの魚介類が一番危ないと言われていますが？



Ａ：確かに食べ物に含まれている量としては魚介類がダントツ（日本の場合は約６０パーセント：野菜類は約7パーセント）です。しかし、ダイオキシンが貯まりやすい内臓や脂身の部分などを極端に偏食しなければ大丈夫だと思います。……偏食の習慣はそれだけで発ガン率が高まるそうです。



　



Ｑ２１：母乳の問題はどうなっているのでしょうか？



Ａ：日本の母乳は世界一汚染されている！！……として、一時は大変な騒ぎになりましたが、今はダイオキシンのデメリットより、母乳を与えるメリットの方が遥かに多いという判断に落ち着いているようです。



　



Ｑ２２：「一般廃棄物」の処理が広域化と焼却炉の大型化に向かっていますが？



Ａ：「一般廃棄物」は「産業廃棄物」と違って行政が直接管理できる廃棄物です。したがって、安易に広域化や焼却炉の大型化に走るのは問題だと思います。それが国（官僚や大手のプラントメーカー）の方針であっても、地方自治体によって、それぞれ事情が違う訳ですから、選択肢はたくさんあると思います。……時代の流れ（国民の志向）は、�@排出抑制→�Aリサイクル→�B脱焼却に向かっているはずです。



　



Ｑ２３：国の方針に従わないとして、例えばどんな方法が考えられますか？



Ａ：官僚や大手のプラントメーカーが独占しているマーケットに固執しなくても、小型で高温連続型の焼却炉はいくらでもあります。また、既存の焼却炉を利用する場合でも、煙突の手前に高性能の排ガス処理装置を着ければ、少なくとも大気中に排出するダイオキシンの量は減らせます。その他、とりあえず固形燃料にして、保管しながら計画的に焼却することもできます。国は国の方針に従わない地方自治体には補助金を出さないことに決めました。ある意味では英断です。地方自治体としては、国に従うか自分の力で対策を講じるしかありません。……と言っても、元々国に従属してきた組織ですから、地方自治体にいきなりいいアイデアが生まれる訳がありません。つまらない見栄などは捨てて、市民からコンペ形式でアイデアを募ることなどを積極的に考えるべきです。それでもダメならインターネットを利用して日本中からアイデアを募集することだってできる時代になりました。……日本には「利権の構図」の中に埋もれて、陽の目を見ないでいる優秀な技術が五万とあるのです。



　



Ｑ２４：地方自治体は国の補助金が貰えないと大変なのでは？



Ａ：そんなことはありません。むしろ国の補助金を貰う方が市民（納税者）にとっては高く付きます。これは一度やってみれば分かります。なお、これからの公共事業は、よりビジネスライクに民間のノウハウをフルに活用したスタイルに変わっていきます。そうでなければ、国の指導に従うだけの（去勢された）優等生ばかりになってしまい、地方を活性化させることなどできません。その意味でも「一般廃棄物」のダイオキシン対策は、安易に国の政策に頼らずに地方自治体と地元住民の間で決めていくべき課題だと思います。



　



Ｑ２５：焼却炉のダイオキシン対策ができたとしても、焼却灰の処分が問題になりますが？



Ａ：これも、国は広域処理や焼却炉の大型化を前提とした溶融処理で凌いでいく考えです。しかし、こういった乱暴な発想が、現在のダイオキシン問題を生むキッカケになったことを肝に命じておく必要があります。この問題も、国の方針に従うか、自分たちの力で活路を見出すか……、選択肢は２つに１つしかありません。その鍵を握るのは、地方自治体の首長や職員たち、そして議員たちではありません。……それは、ダイオキシンが怖いと言いながら、それでも毎日ゴミを出し続けている私たち市民です。反対しているだけでは、地方自治体は国の方針に飲み込まれてしまいます。
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